
4.信州⼤大学の地域連繋活動を次のステージへ�

2013.10.01「始動」�



地域戦略略センターの位置づけ�

産学官・社会連携推進機構� 学術研究推進機構�

l  地域共同研究センター（CRC）�
l  サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（SVBL）�
l  イノベーション研究・⽀支援センター（IRSC）�
l  リサーチ・アドミニストレーション・センター（URAC）�

• リサーチ・アドミニストレーション室�
• 知的財産室�
• 産学連携コーディネーター室�

l 地域戦略略センター（AREAS）�
l  ※信州地域技術メディカル展開センター�

教育・学⽣生⽀支援機構�
教育�研究�社会連携�

l  産学官地域連携課�
l  産学官・社会連携委員会�

そ
の
他
関
連
の
学
内
外
組
織�

機構⻑⾧長�
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信州を未来へつなげるための実践研究�

街道文化の世界遺産化	 内陸山間地域の災害対策	

n  人文学部…歴史地理学・交通史・文化人類学	

n  工学部…建築・都市工学	

n  農学部…造園研究、森林研究	

n  理学部…山岳研究、生態系研究	

n  経済学部…経済地理学	

n  繊維学部…繊維発展史	

n  他大学…観光学	

妻籠宿	 御嶽山	

塩の道	 絹の道（蚕都上田館）	

中山間地整備プロジェクトの	
一環で豪富による土砂災害に
見舞われた地域を調査。	

長野県では古くから土砂災害
により尊い命が失われてきた。

その経験を活かし、世界に適用
可能な災害対策を研究する	

2011年3月12日 東日本大震災の
翌日マグニチュード6.7の地震が栄
村を中心に発生。	
中山間地プロジェクトの活動として
農地の被害状況調査を実施。他

にも山岳科学研究所による地質
調査など様々なエビデンスをあつ
め、それを基にした地域復興・防
災計画を検討	

n  人文学部…防災・災害時の行動研究	

n  工学部…橋梁や建築物の耐震測定、被害状況測定	

n  農学部…農地の被害状況調査、地滑り調査	

n  理学部…活断層、地質調査	

n  医学部…心のケア、災害時の医療体制	

n  地域戦略センター（今後の活動予定）	

　…地域防災計画、復興計画の策定支援　	

総合力を活かし、オール信大で地域の未来を考える�
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国際的な観点から大学と地域の関係性を研究し、システムづくり�

大学と地域の連繋に関する国際比較�

University  engagement�
…大学と地域の“連繋”�
�
欧米の大学の多くは経営戦略として明確に地域と大学の関係性を

位置づけている（University  engagement  Strategyの制定・発

行や専門部局を設置）。地域における大学の存在価値（地域人材

育成・経済）、大学にとっての地域の存在価値（学生の実践学

習・研究の実践力）を理解し、両者が相互に発展をすることを共

同で考える志向・システムとなっている。�

例：大学の施設配置における市政連携や地域施設の利用における

大学解放、大学施設等の市民活用、シンクタンク機能等。なお、

現在、アジアにおける連携事例の研究も開始している。�

デビッド・チャールズ氏  来学  �
�

英国・ストラスクライド�
　大学地域経済開発・政策学教授�
�

イギリスにおける大学の地域戦略等の�
第一人者として政策策定等にも関わる  �

連繋：常用漢字ではないが、現在の連携よりも深い“つながり”を意識させる表現として暫定的に利用� 22�



連携研究制度を使った⾃治体⼈材育成
①課題解決の知識整理

地域戦略センター

③地域間・異分野間連携

②知識の深化と創造
講師として「地域課題実践授業」を担当

・生きた、現実の「社会問題」を伝える

・若い目、外から見た異なる視点の吸収

・地域と大学の結節点や相互メリットを把握

地域課題に関する研究内容や手法の学習

・テーマ分野の最新動向、世界の状況

・分析や課題解決につながる社会技術習得

・膨大な研究資料や図書館の活用

★教える立場になることで学習を精緻化し、
柔軟な学生と共に解決プランを考える

他団体や異業種との研究会への参加

・密なコミュニケーションで深い情報共有

・行政界、分野を超えた連携促進

・全国の事例を知る機会を提供

★研究員の経験知・実践知の体系化を促す

★分析視点や解決法に広がり、深みを与える

課題を把握・分析し、
自ら解決にあたる人材

「地域活性化リーダー」
を育成し、地域還元

ステップアップコース

・大学院への特待進学（検討）

・共同研究（基礎・理論）

④課題解決の共同事業実施

地域課題
（事業）

地域課題の解決へ

⼈材育成と
共同事業

共同
研究

自治体
連携研究員

団体・企業
や金融機関、
ＮＰＯ等か
らも受け入
れを拡大

全学的地域連携組織

連携協定自治体等

教育・研究
⽀援(参画)

連携研究員制度で培った
産学官⺠の個⼈・組織の
「つながり」を活⽤

研修
（派遣）
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